
  

議第５１号 

   特定事業契約の変更について 

 特定事業契約について、次のとおり変更するものとする。 

   令和元年９月２日提出 

                            橿原市長 森下 豊 

平成２７年橿原市議会３月定例会における議決を経て締結した八木駅南市有地活用事

業に係る特定事業契約について、当該議決事項３の契約金額を９，５９２，７６１，７７

６円に改める。 

 

 

理由 本件契約の維持管理・運営業務等の対価に適用される消費税率が改定されることに

より、特定事業契約の契約金額に変更が生じるため、これにつき議会の議決を求める

もの 

 



 



 

  

議第５２号 

   訴えの提起について 

 次のとおり訴えを提起する。 

   令和元年９月２日提出 

橿原市長 森下 豊    

１ 被告となるべき者の住所及び氏名 

  ■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■ 

  ■■■■■■ 

 

２ 請求の要旨 

  市は、次に掲げる判決及び仮執行の宣言を求める。 

（１）被告は、原告橿原市に対し、市営住宅を明渡せ。 

（２）被告は、原告橿原市に対し、金４９７，６４６円及びこれに対する納期限の翌日か

ら支払済みまで年５分の割合による金員を支払え。 

（３）被告は、原告橿原市に対し、令和元年６月２９日から明渡し済みまで１か月当たり

金１８９，２００円の金員を支払え。 

（４）訴訟費用は、被告の負担とする。 

 

３ 本件に関する取扱い 

（１）判決の結果必要があるときは、上訴することができる。 

（２）訴訟において必要があるときは、請求の趣旨を変更し、若しくは追加し、又は和解

し、若しくは訴えを取り下げることができる。 

 

 

理由 市営住宅家賃を滞納している者に対し、市営住宅の明渡し及び市営住宅家賃等の支

払を求めるため、訴えの提起について、地方自治法第９６条第１項第１２号の規定に

基づき、議会の議決を求めるもの 

 

 



 



 

 

議第５３号 

   権利の放棄について 

 次のとおり権利を放棄する。 

   令和元年９月２日提出 

                            橿原市長 森下 豊 

１ 放棄する権利 

  生活保護法第６３条返還金に係る金銭債権 

 

２ 放棄する債権の額  

３，４５５，３４５円 

  

３ 債務者 

  ■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■ 

  ■■■■■ 

 

４ 放棄の理由 

債務者が破産手続により免責決定を受け、債権の回収が困難であると判断したため 

 

 

理由 債務者が免責された生活保護法第６３条返還金に係る金銭債権の権利の放棄につい

て、地方自治法第９６条第１項第１０号の規定に基づき、議会の議決を求めるもの  

 

  

 



 



 

 

議第５４号 

   権利の放棄について 

 次のとおり権利を放棄する。 

   令和元年９月２日提出 

                            橿原市長 森下 豊 

１ 放棄する権利 

  市営住宅家賃及び賃料相当損害金に係る金銭債権 

 

２ 放棄する債権の額  ４，５９４，８４７円 

（１）市営住宅家賃   ３，６４６，９８５円 

（２）賃料相当損害金    ９４７，８６２円 

 

３ 債務者 

  ■■■■■■■■■■■■■■ 

  ■■■■■ 

 

４ 放棄の理由 

債務者が破産手続により免責決定を受け、債権の回収が困難であると判断したため 

 

理由 債務者が免責された市営住宅家賃及び賃料相当損害金に係る金銭債権の権利の放棄

について、地方自治法第９６条第１項第１０号の規定に基づき、議会の議決を求める

もの  

 

 



 


